
○　令和４年度決算（東日本大震災復興特別会計）

・歳入歳出決算の概要
（単位：百万円）

復興特別所得税 470,543 内閣

一般会計より受入 148,263 内閣官房

特別会計より受入 0 内閣共通費 18

公共事業費負担金収入 103 内閣府

災害等廃棄物処理事業費負担金収入 56 内閣本府 8,557

事故由来放射性物質汚染対処費回収金
収入

150,833 原子力災害復興再生支援事業費 913

貸付金等回収金収入 1,126 地域活性化等復興政策費 7,644

雑納付金 303 警察庁 267

雑収入 25,590 治安復興政策費 29

前年度剰余金受入 317,215 治安復興事業費 237

消費者庁

消費生活復興政策費 218

復興庁

復興庁 18,670

復興庁共通費 5,510

東日本大震災復興支援対策費 3,705

原子力災害復興再生支援事業費 9,153

新しい東北施策推進費 300

内閣共通費 －

農林水産省共通費 －

地域活性化等復興政策費 －

消費生活復興政策費 －

生活基盤行政復興政策費 －

生活基盤行政復興事業費 －

歳　　入 歳　　出



歳　　入 歳　　出

教育・科学技術等復興政策費 －

教育・科学技術等復興事業費 －

社会保障等復興政策費 －

社会保障等復興事業費 －

農林水産業復興政策費 －

農林水産業復興事業費 －

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興政策費

－

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興事業費

－

環境保全復興政策費 －

東日本大震災復興事業費 －

東日本大震災災害復旧等事業費 －

総務省

総務本省 92,021

地方交付税交付金 91,942

原子力災害復興再生支援事業費 3

生活基盤行政復興政策費 75

消防庁 181

生活基盤行政復興政策費 102

生活基盤行政復興事業費 78

法務省

法務本省

法務省共通費 9

法務局 86

法務省共通費 62

法務行政復興政策費 24

財務省



歳　　入 歳　　出

財務本省 245,611

復興債費 245,551

財務行政復興事業費 60

復興加速化・福島再生予備費 －

文部科学省

文部科学本省 10,987

文部科学省共通費 240

東日本大震災復興支援対策費 230

東日本大震災復興国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構運営費

1,978

教育・科学技術等復興政策費 5,972

教育・科学技術等復興事業費 26

原子力災害復興再生支援事業費 2,539

スポーツ庁

原子力災害復興再生支援事業費 210

文化庁

教育・科学技術等復興政策費 239

厚生労働省

厚生労働本省 15,901

東日本大震災災害復旧等事業費 849

社会保障等復興政策費 7,842

社会保障等復興事業費 1,954

原子力災害復興再生支援事業費 1,131

東日本大震災復興支援対策費 4,123

農林水産省

農林水産本省 33,918

農林水産省共通費 8



歳　　入 歳　　出

農林水産業復興政策費 4,961

農林水産業復興事業費 1,434

東日本大震災復興事業費 10,380

原子力災害復興再生支援事業費 14,697

東日本大震災災害復旧等事業費 2,435

農林水産技術会議 720

農林水産業復興政策費 650

環境保全復興政策費 14

原子力災害復興再生支援事業費 55

地方農政局 72

農林水産省共通費 54

東日本大震災復興農業施設災害復旧
事業等工事諸費

17

林野庁 11,062

農林水産省共通費 16

東日本大震災復興事業費 6,316

農林水産業復興事業費 762

農林水産業復興政策費 3,967

水産庁 15,915

東日本大震災復興国立研究開発法人
水産研究・教育機構運営費

181

東日本大震災復興事業費 1,141

農林水産業復興政策費 5,232

原子力災害復興再生支援事業費 157

東日本大震災災害復旧等事業費 9,202

経済産業省

経済産業本省 29,877

原子力災害復興再生支援事業費 3,833



歳　　入 歳　　出

東日本大震災復興国立研究開発法人
産業技術総合研究所運営費

579

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興政策費

25,465

資源エネルギー庁 34

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興政策費

18

原子力災害復興再生支援事業費 15

中小企業庁 3,947

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興政策費

552

東日本大震災復興独立行政法人中小
企業基盤整備機構運営費

450

経済・産業及エネルギー安定供給確保
等復興事業費

2,943

国土交通省

国土交通本省 99,359

住宅・地域公共交通等復興政策費 118

原子力災害復興再生支援事業費 13,934

東日本大震災復興事業費 66,989

東日本大震災災害復旧等事業費 18,317

地方整備局 32

東日本大震災復興港湾整備事業工事
諸費

8

東日本大震災復興国営追悼・祈念施設
整備事業工事諸費

19

東日本大震災復興河川等災害復旧事
業工事諸費

4

観光庁

住宅・地域公共交通等復興政策費 587

環境省

環境本省 47,072

環境省共通費 545

東日本大震災復興事業費 4,691

原子力災害復興再生支援事業費 26



歳　　入 歳　　出

環境保全復興事業費 9,638

環境保全復興政策費 32,170

地方環境事務所 255,616

環境省共通費 4,542

環境保全復興事業費 188,291

環境保全復興政策費 62,782

原子力規制委員会 3,297

環境保全復興政策費 3,210

原子力災害復興再生支援事業費 86

合計 1,114,036 合計 894,495

※百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

※百万円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。



・一般会計からの繰入金の額及び当該繰入金の額が予算に計上した額と異なる場合に

あってはその理由 

（一般会計からの繰入金の実績額） ・・・・・・・・・・・・ 148,263百万円 

（予算に計上した繰入金の額） ・・・・・・・・・・・・・・ 148,263百万円 

 

・歳入歳出の決算上の剰余金の額、当該剰余金が生じた理由及び当該剰余金の処理の

方法 

（剰余金の額） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 219,540百万円 

（剰余金が生じた理由） 

歳出において、計画に関する諸条件等により事業の実施に不測の日数を要した

ため、翌年度へ繰り越しが生じたこと等によるものである。 

（剰余金の処理の方法） 

この剰余金については、特別会計に関する法律（平成 19 年法律第 23 号）第８

条第１項の規定により、翌年度の歳入に繰り入れることとしている。 

 

 

 
東日本大震災復興特別会計の決算に関する

お問い合わせ先 

【担当】復興庁予算会計企画班 

【代表】０３－６３２８－１１１１ 

（内線）１００７ 


